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はじめに   

本稿では、クレムリンから見たサンタトペテルプルク市とレニングラード州  

の国家的価値について論じた上で、両地域の政治情勢を概観するl。   

両地域に所在する港湾施設は、エネルギー資源の出口として戦略的意義を有  

しており、モスクワ市・州に次ぐ経済規模を誇る。サンクトペテルブルクが、  

メドヴエージェフ大統領やプーチン首相の生まれ故郷であるというファクター  

を考慮せずとも、この地域の安定と持続的発展が、国家としてのロシアにとり  

大きな関心事項であろうことは想像に難くない。   

2004年に導入された「事実上の知事任命制度」により、連邦政府主導の政治  

体制が敷かれた昨今では、クレムリンは、国家の一体性を堅持するが為に、地  

元住民から熱烈に支持される地方有力首長を宥め排しつつ御するのではなく、  

必要に応じて忠実なテクノクラートを据えれば事が足りることになった。   

ロシアにおける両地域の普遍的価値を明確にすることにより初めて、マトヴ  

ィエンコ・サンクトペテルブルク市知事やセルジュコフ・レニングラード州知  

事の現在の立場がより鮮明になるものと期待する。  

1本稿は筆者が在サンクトペテルプルク日本国総領事館勤務時代（2008年4月～現在）に執筆   
したものに加筆・修整したものである。内容は全て筆者自身の観点に基づく私見であり，   
何ら総領事館の意見を代表するものではない。  
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Ⅰ．地政学的価値から導かれる結論  

1節 地理的特徴と国内のポジション   

サンクトペテルブルク市とレニングラード州（以下、両地域）は、フィンラ  

ンド湾を半月状に取り囲む港湾都市である。フィンランド湾は、バルト海に接  

続しており、この海域にはスウェーデン、フィンランド、エストニア、ラトビ  

ア、リトアニア、ポーランド、ドイツ、デンマークが面している。地理的特徴  

からも両地域は、まさにロシアの対外窓口と呼ぶに相応しい2。  

2連邦政府の歳入の約半分が税関税収であり（2009年実盾：3兆5197万6000ルーブル）、その約   
半分が輸出関税によるものである点には注意が必要。翻って言うならば、国境付近の地域   
を取り巻く利権は莫大である。  
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現在、ロシアの港湾施設は、大別  

すると北西水域（レニングラード州  

及びアルハンゲルスク州等）、南方水  

域（黒海沿岸のノヴォロシースク港、  

トゥアブセ港）及び極東水域に所在  

しているが、主要貨物の取扱量の約  

50％を北西水域が占めており3、両  

地域は露対外貿易における重要地点  

といえる。ソ連邦構成共和国間分業  

体制に基づき、「対外窓口」として  
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集中的に開発されたバルト沿岸地域の諸港湾施設は、ソ連崩壊に伴い外国領と  

なり、ロシアは欧州への出口を喪失した。現在のトランジット国に依存する現  

状を打破するために、殊更にレニングラード州の港湾施設の整備が急ピッチに  

進められている4。   

ロシア連邦に占める両地域  

の経済規模は、1990年から現  

在に至るまで、多くの指標に  

おいて5％程度である5。2009  

年1月1日現在のサンクトペ  

テルプルク市の人口は458万  

1854万人、レニングラード州  

3 連邦特別プログラム「世界の海洋」の枠組み内における「世界の海洋の状況に関する統一   
情報システム」公式サイト（00qHaJlhmIiiT］OPTaUlOeヱIePaJIhHO鏑Ilo几IlpaJl）aMME＞IlO  
（（E几HHa㌔C那TeMaHJlOopMaLUHO606cTaHOBKeBMHPOBOMOKeaHe〉〉8paMKaX叫rl   
MHpO80HOKeaH）の数値から作成。  
4 しかしながら、ロシアを最終仕向地とする貨物が直接両地域の港湾施設に投入されること   
は少なく、ドイツ、パルト三国及びフィンランドを経由した後、小型・中型船に積み替え   
られた上で荷揚げされることがほとんどである。水深が浅く、大型船舘の受入可能なバー   
スが欠如している理由もさることながら、不透明で処理能力の低いロシア税関が足伽とな   
っているのは周知の事実である。  
5 連邦国家統計庁サンタトペテルプルク市・レニングラード州支部のデータより作成。なお、   
北西連邦管区に占める両地域の割合は概ね50％。  
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のそれは163万1894万人で、両地域を単一の経済圏と捉えれば、モスクワ市、  

モスクワ州に次いで第3の人口を擁する連邦構成主体となる6。レニングラー  

ド州の人口の大半は、サンクトペテルプルク市周辺で生活しており、労働者の  

1日当たりの地域間移動は非常に大きく、単一の経済圏とする方がより現実に  

即している。両地域の域内総生産の成長率7は、概ねロシア全国平均を上回る  

テンポで推移しており、堅調である。  

2節 エネルギー資源の出口としての港湾施設   

現在、両地域には、下記の原油・石油製品積出港が存在する：  

サンクトペテルブルク及びレニングラード州の原油・石油製品積出港  

所有企業   所在地  年間処理能力   取扱品   

「ルクオイル」   ヴィソーツク  1500万トン  原油・石油製品   

「トランスネフチ」   プリモルスク  7500万トン  原油   

「トランスネフチ・プラドゥクト」  プリモルスク  840万トン  石油製品   

「ペテルブルク石油ターミナル」  ペテルプルク  1200万トン  石油製品  

「トランスネフチ」傘下のプリモルスク原油積出し港は、同社が輸出する原  

油の約30％を取り扱う巨大港湾施設であり、′1ルト・パイプライン・システム  

（BPS）の終着点でもある。  

6 数字は国家統計局。連邦構成主体別に見ると、モスクワ市、モスクワ州に次ぐのはクラス   
ノダール地方（514万1852万人）。両地域の人口は約621万人と極東連邦管区のそれ（646万94   
万人）と同程度である。  
7 連邦国家統計庁サンクトペテルプルク市・レニングラード州支部。  
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「ペテルプルク石油ターミナル」は、石油製品に特化したターミナルであり、  

両地域に所在する3大石油積出港の一翼を担っている。同名の企業がターミナ  

ルを所有しており、各石油企業が自社ターミナルで捌ききれない余剰分を取り  

扱っている。  

3節 レニングラード州の更なる変貌一－一新たな計画   

現在、レニングラード州では国家的プロジェクトである（1）石油パイプライ  

ン「ドルウージバ（友好）」の代替ルートとなる「バルト・パイプライン・シス  

テムー2（BPS－2）」、（2）バルト海海底を通過してレニングラード州ヴィボルグ  

市とドイツ・グライフスヴアルト（Greifswald）を結ぶ「ノルド。ストリ，ム」  

の建設が進められており、更に、（3）輸出先の固定化の回避を可能とする液化  

天然ガス（LNG）の輸出ターミナル（ウスチ・ルガ港）が新設される計画が  

ある。いずれも実現の暁には、エネルギー資源の輸出ルートを根本的に変え、  

ひいてはレニングラード州が単なる港（＝「対外窓口」）に面した一地域から、  

真の意味での戦略的重要地域に変貌する契機となる。  

（1）BPS－2（原油）   

BPS－2建設計画は、2007年に発生したロシア産原油のベラルーシ通過問題を  

端に発生したアイディアである。当初、パイプライン（PL）の終着点はプリ  

モルスク港（上述の通り、同港には「トランスネフチ」社の石油積出港が存在  

し、「バルト・パイプライン・システム」の終着点）とされていたが、08年5  

月にウスチ・ルガ港を訪問したプーチン大統領（当時）が、鶴の一声で「BPS－2」  

の終着点を同港に変更した。輸出港の分散化がその目的であると考えられる。  

（2）ノルド・ストリーム（天然ガス）   

ガスPL「ノルド・ストリーム」は、2009年末までにバルト海沿岸5ヶ国8  

が環境アセスメントに同意したことにより、2010年4月より本格的な建設が開  

8 時系列店：09年10月 デンマーク  
09年11月 スウェーデン及びフィンランド政府  
09年12月 ロシア及びドイツ  
10年01月 フィンランド環境保蓄積閑   
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始された。「ノルド・ストリーム」の計画容量（550億が／年9）は、EUの天  

然ガス輸入量（3120億が：2007年実績10）の約20％、ウクライナ経由EU向け  

ロシア天然ガス輸出量（1160億ポ：2010年計画11）の約50％を充当する。  

（3）液化天然ガス・ターミナル（ウスチ・ルガ港12）   

2010年2月、地域発展省が、SIBUR（「シベリア・ウラル石油化学会社」13）  

にウスチ・ルガ港での液化天然ガス・ターミナルの建設許可を与えた。投資総  

額は39億ルーブル14。2010年第1四半期建設開始、2012年第4四半期稼働開始  

予定。年間取扱量400万トン（うち150万トン／年が液化天然ガス、250万トン  

／年が軽油）15。  

Ⅰ．クレムリンとサンクトペテルブルク  

1節 連邦機関の一部移転一政治的側面   

プーチンの大統領就任からペテルプルクは、真の意味でロシアの「両首都」  

の一都となった。政治の側面から見れば、憲法裁判所が移設され16、紆余曲折  

を経ながらも露海軍司令部の移転も進みつつある17。これまでに種々の行事が  

催されているが、毎年6月に開催される「サンタトペテルプルク国際経済フォ  

9 Nord Stream AG社公式HP：PLは2本敷設され、第1フェーズは2011年（275億nf）に、   
第2フェーズは2012年（550臆ボ（最大容量））に了する計画。  
10 同上。同HPによれば、「2030年までにEUの天然ガス輸入量は、2040億ポ増の5160億ポ   
に達し、『ノルド・ストリーム』PLは、増加分（2040臆が）の25％を、全天然ガス輸入   
量（5160億が）の約11％を供給することになる」旨掲載している。  
112010年2月7日付「Lenta．ru」。ウクライナ経由EU向けロシア天然ガス輸出量（1160臆？）   
は、全体の約80％を占める最重要ルート。  
12 サンクトペテルブルク市から南西110kmに所在する総合港湾施設。公開型株式会社「ウス   
チ・ルガ」が、同名港の開発を目的に1992年に設立された。  
13「ガスプロムバンク」が同社の株式70％を保有。  
14 2010年2月2日付「コメルサント」。  
15「ウスチ・ルガ」社HP。  
16 マトヴィエンコ知事は、「憲法裁判所のネヴァ川への移転により、ペテルブルクは法的   
にロシア第2の首都となり、首都の機能の一部を担うことになる」旨述べた（2008年5月   
27日付ペテルプルク発「イクルタス」通信）。  
17 2010年2月8日付モスクワ発「イタルクス」通信は、蕗海軍総司令部筋の情報として「今   
年末までに、霹海軍総司令部は、海軍総司令官ヴィソツキー大将とともに、モスクワか   
らサンクトペテルプルクへ移転する。3月1日に始まる海軍総司令部の抜本的な最適化   
の後に、7月に移転の実動段階が開始される」旨報じている。  
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－ラム」は、全国家的意義を付与された数少ない国際会議の1つである18。  

2節欄経済的側面   
プーチン大統領の2期日（2004年5月～2008年5月）には、立て続けに全国  

家的規模の諸企業がペテルブルクに税務登録換えを行った。結果、ペテルブル  

ク市の2007年度の歳入は、対2004年度比で約2．5倍と大幅に増加している。プ  

ーチン大統領の1期日（2000年5月～2004年4月）を「失われた政治秩序の回  

復期19」と評価し、2期日を「新たな国内経済システムの構築期20」と位置付  

けるとすれば、マトヴィエンコ21の知事就任（2003年10月）、大企業の税務登録  

換えの開始（2004年後期）と時期が一致しており、クレムリンの政策がペテル  

プルクで具現化されているかのようで興味深い。  

サンクトペテルプルク市に税務登録換えした巨大企業（2004～2006年）  

企 業 名   時  期   
ロ  ルクオイルーサンクトペテルブルク・トレイド  2004年第4四半期   

2  RN－トレイド   2004年第4四半期   
3  ヴネシュトルグバンク   2005年第4四半期   
4  シブール・ホールディング   2005年第4四半期   

5  トランスネフチ・プラドゥクト   2006年第1四半期   
6  トランスアエロ   2006年第1四半期   
7  ガスプロム・ネフチ   2006年第2四半期   
8  ロステレコム   2006年第3四半期   
9  シヴコムフロート   2006年第4四半期   

18 2008年6月に開催された「第12回サンタトペテルプルク国際経済フォーラム」は、メド   
ヴエージエフにとり大統領就任後初めてといえる国際舞台となったことから、新大統領   
がプーチン路線を踏襲するのか否かも含めて、世界の耳目が集まった。なお、シュヴァ   
ロフ第1副首相の「国家は経済への過剰な介入を制限すべきである」とした発言は、大   
きなインパクトを与えた。  

19「強いロシア」の再建を目標とする、①連邦管区制及び大統領全権代表制の導入、②連邦   
構成主体首長の連邦議員の兼務禁止、③新興財閥「オリガルヒー」との闘い等。所謂「権   
力の垂直化」を推し進めた。なお、事実上の知事任命制が導入されたのは2004年12月以   
降であるが、1期日の成果と位匠付けるべきであろう。  

却 原油価格の高腰が追い風となったことは疑う余地もないが、①「安定化基金」の創設（掴   
年）、②経済特区の設置（05年）、③優先的国家プロジェクトの開始（05年）、◎国営公社の設   
置（主に2007年）等。なお、プーチンがGDP倍増計画を打ち上げたのは、2003年5月   
の年次教書演説において。  

21プーチンとマトヴィエンコの関係については、下記Ⅲ．乙を参照。なお、マトヴィエンコ   
の前任のヤコヴレフは、1996年6月に行われたペテルプルク市長選において、プーチン   
が選挙対策委貞長を務めたサブチャータを破り、当選している。  
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3節 プーチンの郷土愛と両地域の地政学的価値   

何故これはどまでにべテルプルクが優遇されているのであろうか。確かに、  

ペテルブルクは、プーチン（そしてメドヴエージェフ）の出身地であり、同人  

の「郷土愛」がペテルブルク躍進の理由の1つであることは否定できない㌶。  

しかしながら、今後ペテルプルク以外の出身者が大統領に就任した場合、ペテ  

ルブルクは冷遇とまでは言わずとも、他の連邦構成主体と横並びの扱いになる  

であろうか。答えは、否であろう。ロシアが、「資源依存型経済からの脱却」  

や「イノヴェーションの導入」等の政策目標を掲げ、仮にそれを実現したとし  

ても、石油・ガスがエネルギー源としての歴史的役割を終えない限り、その輸  

出（特に、輸出先を固定化されない港湾施設）は有力な収入源であることに代  

わりはない。翻って言うならば、フィンランド湾に面した両地域は、大統領の  

出身地に左右されることない、普遍的価値を有していると言えよう。  

皿．両地域の政治情勢  

1節 クレムリンの地方政策  

（1）20例年に導入された「事実上の知事任命制度」は、連邦構成主体首長の言  

㍑ トヨタを始めとする世界的な自動車メーカーが両地域への進出を決めた理由は、その地   
理上のメリットだけによるものではないだろう。  
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勤に著しい影響を与えた。首長選に勝利するためには、連邦政府に対するバッ  

シングも辞さなかった連邦構成主体首長は、1人1人なりを潜め、ポストの維  

持と引き替えに、地方経済の発展に必要な権利や半国営企業をクレムリンに差  

し出すようになる。連邦構成主体首長の任命権を得たクレムリンは、「権力の  

垂直化」の一環からか、反抗的ではあるが当該地域の経済情勢に精通した「政  

治家」よりも、かつての「戦友（＝所謂「力の省庁」出身者）」の登用或いは従  

順な「テクノクラート23」の配置に傾斜するようになる。それと同時に、各地  

域の特徴を軽視した経済政策の全国均一化の試みは、一方では、大統領全権代  

表部の役割変化（「大統領の目」としての監督者から、連邦管区レベルでの経済  

政策の遂行者）をもたらすと共に、他方では、地元経済の実態とはかけ離れた  

政策の押しつけとなり、多くの乱轢を生んでいる。  

（2）クレムリンが「生殺与奪の権」を得たことにより、現在のロシア国内の政  

治情勢は、誰がいち早くクレムリンの意向をくみ取り、地方政策に反映させる  

かというような、連邦構成主体首長間の「アピール合戦」の様相を呈している。  

他方で、ソ連崩壊後の行き過ぎた地方分権は、「地域のエゴ」を生み、隣接す  

る各連邦構成主体は、時には競合相手である他地域を意識し過ぎるが故に、結  

果として国益に合致しない政策を進めているのもまた事実である24。クレムリ  

ンは、「地域のエゴ」を抑え、より効率的な地方政策を実施するための代償と  

して、国民の不満の矛先が直哉に向かうリスクを取ったが、今のところ権力基  

盤を揺るがすような事態の回避には成功している。  

（3）メドヴュージェフは、大統領就任後に急激な人事政策を進めている訳では  

なく、基本的には、プーチン時代のそれを踏襲している。ロシア連邦を構成す  

る連邦構成主体は現在83あるが、メドヴエージェフの大統領就任後に首長人事  

が行われたのは約1／3の28構成主体である（2010年3月5日現在）お。再任さ  

刀 連邦構成主体首長は、本来の意味での「政治家」と言うよりは、クレムリンを頂点とす   
る国家機関の官僚に成り下がった感が強い。  
別 サンタトペテルプルク市とレニングラード州は、部分的な経済協力を進めているとはい   
え、未だに統一された発展計画を有していない。  

方 次のサイトを参照した上で、加筆修正した：http：〟govemors．m  
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れたのは僅か6連邦構成主体首長で、残りは交代させられた。メドヴエージェ  

フの人事の最大の特徴は、連邦構成主体首長の「若返り」と「任期の制限（原  

則3期まで）26」であろう。また、大統領就任1年後には所謂「重鎮」の任期  

延長を立て続けに認めておらず、クレムリンの方向性がより鮮明になったと言  

える。詳細は後掛こ譲るが、現在の人事政策が続く限り、マトヴィエンコ知事  

もセルジェコフ知事も任期延長の可能性は極めて低いと言わざるをえない。  

連邦構成主体首長の人事（2008年5月～2010年3月現在）  

．地域名   連邦構成主体首長  任期数   後任   承認日   

ロ  スタヴロボリスク地方  チェルノゴロフA．L  3  ガエフスキーⅤ．Ⅴ  23．05．08   

2  チェコト自治管区  アブラモーヴィッチR．A  2   コピンR．Ⅴ  13．07．08   

3  カラチ十エヴォ・チェルケス共和国  バトドィエフM．A－A  ロ  エブゼーエフB．S  05．08．08   
4  イングーシ共和国  ジャジコフM．M  ロ  エヴクロフYu－B．B  31．10．08   

5   キーロフ州   シャクレインN．Ⅰ  ロ  ベールィフ N．Yu  18．12．08   

6  ハカシア共和国   レーベジA．Ⅰ   3   ジミンⅤ．M  15．01．09   

7  ウドムルト共和国  ヴォルコフノLA   3   再任   20．02．09   

8  ネネッ自治管区   ポ夕べンコ Ⅴ．N   フョードロフⅠ．G  24．02．09   

9  オリョール州   ストロエフ E．S   コズロフA．P  27．02．09   

10   プスコフ州   クズネッォフM．Ⅴ  ロ  トゥルチャク A．A  27．02．09   

田  ウラジーミル州  ヴィノグラードフN．Ⅴ  4   再任   28．02．09   

12  ヴォロネジ州   クラコフⅤ．G   2  ゴルデーエフA．Ⅴ  12．03．09   

13  ムールマンスク州  エヴドキモフYu．A  4  ドミトリエンコ D．Ⅴ  25．03．09   
14  ハバロフスク地方  イシャーエフⅤ．Ⅰ  18年  シュボルト Ⅴ．Ⅰ  06．05．09   

15  イルクーツク州  ティシャーニンA．G  ロ  メーゼンツェフ D．F  08．06．09   

16  スヴェルドロフスタ州  ロッセリ E．E  19年  ミシャー リンA．S  23．11．09   

17  アストラハン州   ジルキンA．A   2   再任   24．12．09   

18  ヴォルゴグラード州  マクシュタ N．K   3   プロフコ A．G  29．12．09   

19   クルガン州   ボゴモロフ0．A   3   再任   29．12．09   

20  マリー・エル共和国  マルケロフ L．1   3   再任   31．12．09   

21   沿海地方   ダリキンS．M   2   再任   11．01．10   

22   コミ共和国   トルロボフⅤ．A   2   ガイゼルⅤ．M  15．01．10   

23  タクルスタン共和国  シャイミーエフM．Sh  19年  ミンニハノフ R．N  04．02．10   
24  ダゲスタン共和国   アリエフM．G   マゴメドフM．M  10．02．10   
25  ハソティ・マンシ自治管区  フィリペンコ A．Ⅴ  19年  コマロヴァ N．Ⅴ  15．02．10   

26  ユダヤ自治州   ヴォルコフ N．M  19年  ヴィンニコフ A．A  17．02．10   
27  クラスノヤルスク地方  フロポーニンA．G  2  クズネッォフL．Ⅴ  17．02．10   

28  ヤマロ・ネネッ自治管区  ネエロフYu．Ⅴ   3  コブィルキンD．N  03．03．10   

26 マリー・エル共和国大統領とのビデオ会談の際、メドヴエージェフ大統領は、「第3期   
日というのは、非常に重大な任期である。［中略］4期日というのは、例外である。今   
日、我々は、全ての連邦構成主体首長が適宜に若手に席を譲る方向に進もうとしている」   
旨述べた（2009年12月29日付大統領府公式HP）。  
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2節 マトヴィエンコ・サンクトペテルプルク市知事  

（1）人となり   

マトヴィエンコ知事は、1949年にウクライナで生ま  

れた（現在61歳）。ノメンクラツーラの生き残りであ  

り、知事就任前には、外交官として駐マルタ大使（1991  

～1994年）及び駐ギリシャ大使（1997～1998年）を、  

政治家としては連邦政府副首相（1998～2003年。社会  

政策担当）及び北西連邦管区大統領全権代表を務めた。  

連邦構成主体首長としては、「有力者・実力者」の1人と目されており、「独立  

新聞」の「有力政治家ランキング100」の常連でもある（60位前後）。一方では、  

外交官としての経験からか洗練された物腰で相手を魅了し、他方では、拳を振  

り上げ・声を張り上げ部下を叱咤する。後者に代表される政治スタイルがノス  

タルジーを刺激するためか、主な支持層は高齢者。現在、知事職としては2期  

日（2003年初選出、2006年再任（2011年12月まで））。  

（2）マトヴィエンコとプーチン首相   

マトヴィエンコが「有力者・実力者」と日される最大の理由は、プーチン首  

相との個人的な繋がりにある。両人がどのタイミングで接近したかは判然とし  

ないが㌘、モスクワに地盤のないプーチンが首相として入閣した際（1998年8  

月）、マトヴィエンコは既に副首相であった。なお、2008年5月頃からマトヴ  

ィエンコ知事に対するネガティプ・キャンペーンが新聞各紙で開始された際㌶、  

ペテルプルクを来訪したプーチンは、「知事の効果的な活動のお陰で、サンク  

トペテルブルクでは多くのことが成し遂げられたと考える。自分は市行政府に  

対するクレーム（の内容）に関して聞き及んでいるし、あらゆる肯定的・否定  

㌘ 一説によれば、両者はレニングラード時代からの知り合いとも言われている。プーチン   
は東ドイツから帰国した後、1991年にサンタトペテルプルク市行政府に職を求めるまで、  
レニングラード国立大学副学長（国際関係担当）補佐官及びレニングラード市ソヴィエ   
ト議長国際関係腰間（なお、当時の議長はサブチャーク）を務めたこともあり、共産党   
のエリート幹部であったマトヴィエンコと知り合う機会はあったであろう。  

顎 主な批判内容は、（D高層ビルの無許可建設の増大、（診知事就任前の公約違反、③中小ビ   
ジネスに対する支援不足等。反マトヴィエンコの論調が多く見られるようになったのが、   
プーチンの大統領職からの退任時期と一致している点が興味深い。  
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的側面を知っている。批判は必要であるが、それがキャンペーン化してはなら  

ない。批判は批判のためにするのではなく、問題解決のためになされるべきで  

ある」旨発言し、マトヴィエンコ知事を全面的に擁護した29（その後、ネガテ  

ィブ・キャンペーンは沈静化）。一方、マトヴィエンコ知事は、連邦政府に対す  

るメッセージを発出する際には、必ずプーチン個人の貢献を褒め称えている。  

（3）マトヴィエンコ知事と「統一ロシア」   

マトヴィエンコは、「知事は政党勢力の上に立つべき存在」との政治ポリシ  

ーから、長らく如何なる政党にも所属していなかった。しかしながら、2009年  

11月に当地にて開催された第11回「統一ロシア」党大会の前日に同党に入党し、  

党大会当日に最高評議会メンバーに選出された。このタイミングで入党を決断  

した理由は定かではないが、任期満了後を見据えた動きであることは間違いな  

い。一方、「統一ロシア」は、社会分野における党プログラムの1つである「子  

供の保護」の責任者としてマトヴィエンコを指名しているが30、この決定が、  

マトヴィエンコの副首相時代（社会政策担当）の実績を評価した結果と見るの  

が正しいのか、それとも知事としての功績を過小評価している裏返しと見るの  

が正しいのかは、今後の注目点となろう。  

3節仰－ド州知事  
（1）人となり   

セルジュコフは、1945年にべラルーシで生  

まれた（現在64歳）。レニングラード鉱山大学  

を卒業（1987年）している31。1996年よりレニ  

29 20鵬年10月8日付「サンタトペテルプルク報知」。  
測 2010年1月14日付「統一ロシア」公式HP。なお、主な責任者と担当プログラムは次の   

攣3讐警畠詣紆ア〒芸芋デふiンフラ」及び「我が家」   
・ショイグ非常事態大臣：「体育・健康コンプレクスの建設」   
・トルトネフ天然資源大臣：「経済・インフラ・プロジェクト実施の際の安全確保システムの発展」   
・ルシコフ・モスクワ市長：「ロシアの図書館」  

31現サンクトペテルブルク鉱山大学。1990年代後半、プーチン首相（修士論文）とセーチ   
ン副首相（修士論文）も同大学を修了した。両者の指導教官を務めたとされるのが、リ   
トヴィネンコ学長であり、現在も相当の影響力を有していると思慮される。  
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ングラード州行政府で働いており、1999年より現職霊。現在、3期日を務めて  

いる（2012年7月まで）。マトヴィエンコと同様に、ノメンクラツーラの生き  

残りと言え、古いタイプの指導者といえる。派手さはないが、レニングラード  

州の経済指標は例年全国平均を上回る伸びを見せており、着実に地方行政を取  

り仕切っている。  

（2）セルジュコフとクレムリン   

特段の功績もないセルジュコフが、長きに亘り現職であり続けられる特段の  

理由は見当たらない。確かに、ナルイシュキン大統領府長官は、モスクワ栄転  

前にレニングラード州行政府でセルジェコフと勤務を共にしている㍊し、レニ  

ングラード州プリオゼルスク地区にはプーチンも共同設立人の1人である別荘  

協同組合「オーゼロ（湖）」封が所在している。しかしながら、これらの理由だ  

けで延命しているとは思えない。上述したように、レニングラード州の経済指  

標が全国平均を上回る伸びを見せている事実に加え、エネルギー資源の出口と  

して魅惑的な地域を任せるに適当な後任者が「見つからない」・「合意できな  

い」のが最大の理由であろう。  

（3）両地域の統合問題   

従って、セルジュコフの任期満了（2012年7月）前後には政治上の大きな動  

きが起こり得る。一部報道では、セルジュコフの任期満了後にサンクトペテル  

プルク市とレニングラード州の統合プロセスが開始される旨報じているが、こ  

記 当時の知事選には、セルジュコフの対立候補の中にズブコフ第1副首相（当時：連邦税   
務庁副長官／サンクトペテルプルク市担当国税監督局長）がいた。両者の得票率は以下   
の通り：   

・セルジュコフ 30．3％   
・ズプコフ   8．64％   
・全員に反対  5．18％  

ン  
時  

刀 ナルイシュキンは、   
府入閣（1996年）と  

レニ  

ほぼ  
1997年：レニングラード州行政府経済・投資委員会投資課長、副委員長   
1998年～2004年：レニングラード州行政府対外経済・国際関係委員会委員長  
封1996年11月、コムソモリスク湖畔に設立。共同設立者は、ヴラジーミル・プーチン、ヴ  
ィクトル・ミャチン、ヴラジーミル・スミルノフ、ヴラジーミル・ヤクーニン、セルゲ  
イ・フルセンコ、アンドレイ・フルセンコ、ニコライ・シャマロフ及ユーリー・コヴァ   
リチュクの8人。  
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れまでに実施された連邦構成主体の5回の統合おとは異なり、その実現は一筋  

縄では行かないであろう。両地域の経済規模は、これまでの統合（実質的には  

吸収・合併）とは異なるし、統合後に生まれる新たな連邦構成主体の首長人事  

も容易ならないであろう。更には、両地域の統合プロセスが議論されることは、  

即ち、モスクワ市とモスクワ州との統合問題も惹起しかねない。  

お 新生ロシア以降に行われた統合は以下の通り：   
2005年12月 ペルミ州とコミ・ペルミャク自治管区が統合→ペルミ地方の創設   
2007年01月 エヴェンキ自治管区とタイミール自治管区がクラスノヤルスク地方と統合  
2007年07月 カムチャッカ州とコリャーク自治管区が統合→カムチャッカ地方の創設   
2008年01月 ウスチ・オルダ・ブリャート自治管区とイルクーツク州が統合   
2008年03月 チタ州とアガ・プリャート自治管区が統合→ザバイカル地方の創設  
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おわりに   

本稿では、個人名を挙げられる場合でも、「クレムリン」という言葉を1つ  

の概念としてあえて使用した。現在のロシア内政・経済の多くの事案をプーチ  

ン首相が、「ハンドリング」しているのは端から見ていてもよく分かるが、そ  

のプーチンが意志決定する際の様相は全く見えてこない。   

憲法の規定に従えば大統領（＝メドヴエージェフ）が、加えて、実質的な影  

響力を有するプーチンが、いずれもロシアの意志決定システムの頂点に君臨し  

ていることは間違いないが、その過程において誰がどのような影響力を行使し  

ているのかは、筆者にとっては大きな謎である。   

時には、プーチンやその取り巻きとは全く関係のない勢力が、ソ連崩壊前か  

ら脈々と影響力を保持しつつ、ロシアの辿るべき道を決めているのではないか  

と考えることもある。時の権力者に焦点を絞ると共に、1つの「制度  

（institution）」として意志決定プロセスにも着目すべきかも知れない。   

筆者は、在サンクトペテルブルク日本国総領事館で2年に亘り勤務している  

が、当該地域の政治・経済情勢を知れば知るはど、その実惜は「皆目見当がつ  

かない」というのが率直な感想である。   

本稿では、言及するに留めたが、プーチン首相とセーチン副首相の指導教官  

を務めたリトヴィネンコ鉱山大学学長、プーチン首相と別荘協同組合「オーゼ  

ロ（湖）」を創設したコヴァリチエク「ロシア銀行」総裁、メドヴエージェフ大  

統領の指導教官を務めたクロバチェフ・サンクトペテルブルク大学学長等々、  

名を挙げれば切りがないが、未だに「クレムリン」の意志決定プロセスにおい  

て大きな影響力を及ぼしている可能性のある人物が多い。   

クレムリンが経済分野の政策目標を打ち立て、国営企業と一部の民間企業（オ  

リガルヒー）の半ば強制的な資金負担により、その実現を追求する今日のロシ  

アでは、連邦構成主体首長の裁量権の範囲は、著しく限定されている。両地域  

の経済情勢を論じた上で、政治情勢に転じたのも、このような筆者の意図があ  
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ったからに他ならない。   

最後に，本稿の発表に際してご支援頂いた札幌大学外国語学部ロシア語学科  

教授の鈴木淳一氏及び大矢温氏に対し，この場を借りて謝意を表したい。両教  

授の助力がなければ，本論文が日の目を見ることはなかったであろう。  

2010年8月31日 脱稿  
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